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はじめに                
 
 今般、北陸経済連合会では、今後の道州制議論を深めていくために、北

陸地域にお住まいの方を対象に、道州制に対する理解度、重要視する項目

等に関するアンケート調査を実施しました。 

本調査により、真に求められる国や地方の役割や関係が整理され、地方

分権や道州制を検討していく上の一助になれば幸甚です。 

 

                        北陸経済連合会 
                        
 

《調査概要》 

・調査方法：   インターネットによるアンケート調査 

・調査期間：   H21.6.26(金)～6.29（月） 

・調査対象：   北陸三県居住の 20～79 才の男女 

・サンプル数： 600 （富山県：214 石川県：232 福井県：154） 
・調査委託先： MRS 調査広告㈱ 

・設問数：    36 問 
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調査結果の概要             
 
１ 道州制の認知度 

 理解層（「よく知っている」・「ある程度知っている」）は４割弱に止まり、「全

く知らない」という回答が３割弱ある。 

 

２ 道州制導入の賛否 

 道州制導入について賛成層と反対層が拮抗（約４割）。「よくわからない」層

が約２割存在する。 

 

３ 道州制のメリット・デメリット 

 メリットとして広域行政課題への対応・財政効率向上などがあげられるが、

デメリットとして道州間・道州内での格差拡大を懸念する声が多い。 

 

４ 道州制導入で重視する項目 

 税源移譲、財政調整を含めた税財政制度の実現などが重要視されている。 

 

５ 国と地方の役割は完全に分断すべきか 

 国と地方の役割を明確に分けるべきという考え方に対しては、肯定層と否定

層が拮抗している。 

 

６ 国が担うべき役割 

 「安全・安心の確保」、「危機管理」、「国家的基盤整備」、「国家全体で行うこ

とが効果的な事業」のいずれも、国が責任を負うべきとする回答は約９割。国

民の生命・財産保護のための大規模な治山治水事業、整備新幹線等の国家プロ

ジェクトの遂行等は国の責務と認識されている。 

 

７ 道州の望ましい区割り 

 「北陸三県を含む区割り」を望ましいとした割合は約８割に上る。「北陸三県」

（約３割）は、他の組み合わせに比べ圧倒的に多い。道州制を導入する際の区

割りとしての住民の意思は「北陸三県」。 

 

 道州制導入に対する賛否については賛成層と反対層が拮抗しており、また、道

州制導入に対する期待が高い反面、道州間や道州内の地域格差の拡大を懸念する

声も多い。 

一方、道州制の認知層は４割弱に止まり、全く知らないという層も３割弱に上

っている。引き続き、道州制に関する国民的議論の醸成に努めることが必要であ

る。 
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調査結果データ＜抜粋＞         
 

 
 

１ 道州制の認知度 

どのようなものか
よく知っている

5.3%

どのようなものかあ
る程度知っている

32.9%

言葉だけは聞いた
ことがある
34.9%

全く知らない
26.9%
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２ 道州制導入の賛否 

強く賛成
5.7%

どちらかといえば
賛成
38.7%

どちらかといえば
反対
29.0%

強く
反対
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よくわからない
17.5%
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 理解層（「よく知っている」「ある程度知っている」）は４割弱にと

どまり、「全く知らない」という回答が３割弱ある。 

 道州制導入について賛成層と反対層が拮抗（約４割）。 

 「よくわからない」層が約２割存在する。 
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３ 道州制のメリット・デメリット（上位 3 項目） 
 
○メリット 
・県境を越えた広域行政課題に対応できる （82％） 
・広域行政により地方の支出が効率化、重点化できる （75％） 
・国と地方自治体の役割見直しにより国全体の行政コストが削減 
（73％） 

 
○デメリット 
・道州政府の行政能力により道州間で経済発展に差が生じる 
（80％） 
・道州内で州都とその他の地域の格差が拡大する （72％） 
・大都市圏と地方圏との経済・財政格差が拡大する （68％） 
 

道州制のメリット 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

道州制のデメリット 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 道州制導入で重視する項目 （上位 3 項目） 

3.7%

36.0%

46.4%

50.1%

54.8%

58.4%

60.2%

63.1%

66.0%

67.5%

72.9%

75.3%

81.6%
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県境を越えた広域行政課題に対応できる

広域行政により地方の支出が効率化、重点化できる

国と地方自治体の役割見直しにより国全体の行政コストが削減

各地の特性に合わせた地域づくりが実現できる

地方のことは地方に任せることで国は国本来の役割に専念できる

地域間の交流が活発化する

国の中央依存体質が是正され地域の自立心や誇りが高まる

基礎自治体が充実化され地域の実情に応じた住民サービスが向上

情報発信能力が向上する

集中的なインフラ整備が進む

住民の行政参加意識が高まりより効果的な行政運営が進む

地域が活性化し若年層の人材流出が抑制できる

メリットがあるとは思わない

3.0%

40.4%

44.1%

45.3%

49.8%

50.7%

55.0%

59.5%

62.4%

64.2%

68.2%

72.0%

79.8%
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道州政府の行政能力により道州間で経済発展に差が生じる

道州内で州都とその他の地域の格差が拡大する

大都市圏と地方圏との経済・財政格差が拡大する

道州政府は住民から遠く声が届きにくい

小規模基礎自治体における行政サービスが低下する

行政区域の広域化に伴いきめ細かな行政サービスが難しくなる

道州圏域が広範囲にわたり一体感が醸成されない

国全体のバランスの取れた産業政策やインフラ整備が難しくなる

各道州間で行政施策や規制等に統一性がなくなり混乱を招く

財源が減少する

各県の伝統文化や地域アイデンティティが失われる

県単位に事業展開している企業の活動が縮小する

デメリットがあるとは思わない
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・適切な税源移譲、財政調整など運営が成り立つ税財政制度 
（63％） 
・中央省庁の意識改革 （50％） 
・地方自治体などの意欲、合意形成 （43％） 

 
 
 
 
 
 
 
区割りで重視する項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 国と地方の役割は完全に分断すべきか 

大いに
共感する
11.3%

やや共感する
36.0%

あまり共感しない
48.0%

全く共感しない
4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 
 
 
 

 「国と地方の役割の分断」については、肯定層と否定層が拮抗し

ている。 

 税源移譲、財政調整を含めた税財政制度の実現などが重要視され

ている。 

9.2%

2.2%

24.4%

31.4%

34.0%

36.6%

40.4%

43.3%

50.4%

62.9%

0% 20% 40% 60% 80%

適切な税源移譲、財政調整など運営が成り立つ税財政制度

中央省庁の意識改革

地方自治体などの意欲、合意形成

権限や財源の移譲による基礎自治体の強化

国民世論の醸成

道州制推進のための法律制定

政治のリーダーシップ

道州制移行に先駆けた地方の社会資本整備

その他

特になし
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６ 国が担うべき役割 
 

○国民生活の安心や安全の確保等は国が責任を負うべき 

 

 

 

○戦略的に対処すべき課題や危機管理は国が責任を負うべき 

 

 

 

○存立に関わる事項や国家的基盤整備は国が責任を負うべき 

 

 

 

○国家全体で行うことが効果的な事業は国が責任を負うべき 

 

 

 

 

大いに共感する
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あまり
共感
しない
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全く共感しない
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大いに
共感する
44.2%

やや共感する
48.4%

あまり
共感
しない
6.6%

全く共感しない
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 「安全・安心の確保」、「危機管理」、「国家的基盤整備」、「国家全

体で行うことが効果的な事業」のいずれも、国が責任を負うべきと

する回答は約９割に上る。 
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７ 道州の望ましい区割り 

区割りで重視する項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

－北陸三県の回答結果－（丸付き数字は組み合わせの順位） 

   道州としてふさわしい組み合わせ 回答率 

北陸三県を含む組み合わせ ８１％

 ① 富山、石川、福井 ３２％

 ② 富山、石川、福井、新潟、長野、岐阜 ７％

 ③ 富山、石川、福井、岐阜 ６％

 ④ 富山、石川、福井、新潟 ４％

 ⑤ 富山、石川、福井、岐阜、愛知 ３％

 ⑨ 富山、石川、福井、新潟、長野 （北信越） ２％
 ⑲ 富山､石川､福井､長野､岐阜､愛知､静岡､

三重 （中部 8県） 
１％

その他の組み合わせ １９％

 ⑦ 富山、石川 ２％

富山県 

石川県 

福井県 

(n=544) 

 ⑦ 福井、滋賀、京都 ２％

 

 

 

－ 県別の回答結果 － 

 「北陸三県を含む区割り」を望ましいとした割合は 約８割。 

「北陸三県」（約３割）は、他の組み合わせに比べ圧倒的に多く、

区割りとして「北信越」、「中部」等を支持する意見は少数。 

8.6%

0.9%

6.9%

7.6%

20.3%

23.1%

30.7%

31.1%

32.6%

32.8%

33.9%

35.4%

48.1%

53.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

産業面・生活面での結びつき

経済的、財政的自立が可能な規模

歴史や文化、風土の共通性

住民の帰属意識や地理的な一体性

画一的ではなく個性と魅力にあふれる圏域

人口・経済の規模が適切

行政支出の削減、効率化が図れる

共通の行政課題を有して効果的、効率的な広域行政ができる

環日本海時代を見据え日本海側に中核となる圏域

企業等による広域連携の取り組み

大規模な区割り

国の出先機関の管轄区域となっている

その他

特になし

 「産業面・生活面の結びつき」（53％）、「経済的・財政的自立が可能な

規模」（48％）、「歴史や文化、風土の共通性」（35％）が上位 3項目 
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   道州としてふさわしい組み合わせ 回答率 

北陸三県を含む組み合わせ ８６％

① 富山、石川、福井 ２６％

② 富山、石川、福井、新潟、長野、岐阜 １０％

③ 富山、石川、福井、岐阜 ７％

④ 富山、石川、福井、新潟 ６％

富山県 

(n=190) 

上
位
５
位 

⑤ 富山、石川、福井、岐阜、愛知  ５％

北陸三県を含む組み合わせ ９４％

① 富山、石川、福井 ４２％

② 富山、石川、福井、岐阜 １０％

③ 富山、石川、福井、新潟、長野、岐阜 ８％

④ 富山、石川、福井、新潟 ４％

石川県 

(n=209) 

上
位
５
位 

⑤ 富山、石川、福井、新潟、長野 ３％

北陸三県を含む組み合わせ ６４％

① 富山、石川、福井 ２７％

② 福井、滋賀、京都 ６％

③ 福井､滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 ４％

④ 富山、石川、福井、岐阜、滋賀 ３％

福井県 

(n=145) 

上
位
５
位 
⑤ 富山､石川､福井、岐阜、愛知、三重、滋賀 ３％

 
 
 
  
 
 
 
 

 
以 上 

県別にみても、「北陸三県」は、他の組み合わせに比べ圧倒的に多い。 

また、年代別、男女別にみても、「北陸三県」を支持する割合は、特に 

差はない。 


